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地域における成年後見制度の利用に関する相談機関やネットワーク構築等の体制整備に関する調査研究事業

地域における成年後見制度利用促進に向けた
体制整備のための手引き
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厚生労働省 平成２９年度老人保健健康増進等事業 【テーマ番号89】

地域における成年後見制度の利用に関する相談機関や
ネットワーク構築等の体制整備に関する調査研究事業 ＜概要＞

１ 成年後見制度利用促進策の強化が必要な場面に関する実態調査

（１）成年後見支援センター等に対する支援場面毎の調査（ヒアリング調査、１１機関）

（2）平成２９年度「成年後見制度利用促進のための相談機関や地域ネットワークの構築などの
体制整備」事業実施自治体へのヒアリング調査（３都道府県）

（３）中核機関の立ち上げに関するフォーカスグループインタビュー調査（４機関）

２ 手引きの開発
権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築および中核機関

の設置等に関して、成年後見制度利用促進策の強化が必要

な場面別に、標準的な支援機能を示すとともに、地域連携ネッ

トワークの構築を行う際、支援機能を具体的に展開するため

の指針となる手引きを開発する。

３ フォーラムの開催
市区町村担当者等を対象に、成年後見制
度利用促進と本研究にて開発した手引き
を広報・周知し、各地での中核機関の立ち
上げ・支援機能の展開を推進する。

（2018年3月7日東京にて開催）

【事業目的】

【事業内容】

【事業実施体制】

４ 報告書の
とりまとめ

１～３の結果を報告

書にとりまとめ、ウェ

ブサイト上に掲載す

る。

・成年後見制度利用促進策の強化のため、支援の各場面やネットワークの構築について、支援機能の担い方･手法を整理する。
・権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築や中核機関の設置等に携わる者、その他地域連携ネットワークに参画する者等が、
地域における権利擁護支援のための体制づくりを進めるにあたっての指針や手引きの作成を行う。

本委員会の設置（４回） ワーキンググループの設置（８回）
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地域における成年後見制度利用に向けた
体制整備のための手引き（概要）

第Ⅰ章 いま、地域連携ネットワークを住民の身近に構築していく必要性

１ 地域共生社会の推進、個人の権利擁護として ～何のための制度か～

２ 利用者にメリットのある制度とするために ～誰のための制度か～

３ 地域の将来を見通した全体構想、権利擁護・成年後見利用の体制整備を
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→何のための、誰のための成年後見制度利用促進なのか、背景と成年後見制度利用促進に向けた
体制整備の必要性をまとめています。

第Ⅱ章 中核機関の役割

１ 権利擁護支援の地域連携ネットワークにおける中核機関等の役割
２ 中核機関の果たす具体的役割

→ 「中核機関の役割」、あるべき中核機関の姿を明らかにし、主要な概念を整理しています。

また、中核機関を設置・運営し権利擁護支援の地域連携ネットワークが動き出すことで「期待される
効果」を示しています。

第Ⅲ章 中核機関等の整備に向けた取組

１ 市町村における中核機関の設置・運営
２ 地域連携ネットワークの支援機能の整備
３ 地域連携ネットワークの発展に向けて
４ 都道府県の役割

→中核機関の立ち上げ、整備に向けて、体制整備の流れ（フロー）や具体的な方策、事例等

について記述しています。



4内閣府「地域連携ネットワークのイメージ」を参考に作成。

中核機関の役割

ア：地域の権利擁護支援・成年後
見利用促進機能の強化に向けて
、全体構想の設計とその実現に向
けた進捗管理・コーディネート等を
行う「司令塔機能」

イ：地域における「協議会」を運営
する「事務局機能」

ウ：地域において「３つの検討・専
門的判断」を担保する「進行管理
機能」

地域連携ネットワークにおける「チーム」、「中核機関」、「協議会」の連関イメージ
（「手引き」第Ⅱ章P15より）



中核機関の役割と支援の流れ、各主体に期待される役割（フロー図）
（「手引き」第Ⅱ章P19より）
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支援の各段階と、地域において

「３つの検討・専門的判断」を担保する

「進行管理機能」

（１）広報・啓発段階

（２）相談受付、アセスメント、
支援の検討（支援方針検討）段階

①権利擁護支援の方針についての
検討・専門的判断

（３）成年後見制度の利用促進
（候補者推薦）段階

②本人にふさわしい成年後見制度
の利用に向けた検討・専門的判断

（４）後見人等への支援（モニタリング
・バックアップ）段階

③モニタリング・バックアップの
検討・専門的判断



「中核機関の役割・機能と期待される効果」
（手引き第Ⅱ章P20－21より）

6

■現状の課題（例示）
（フロー図における「目詰まり」）

■中核機関の役割・機能 ■期待される効果
（フロー図における「目詰まり」がどう解消されるのか）

・【本人、家族、住民等】
制度が知られていない

・【包括等相談窓口】
制度が知られていない

・【本人、家族、住民等】
成年後見制度の相談先がわからない

・【地域の相談支援機関、施設等】
ケース検討で成年後見ニーズ
が判断されない（その結果、包括等
適切な機関につながらない）

・【地域の相談支援機関、市町村等】
権利擁護の課題に関する法的な
支援の必要性がわからない

研修・講演会等による周知・広報

明確な相談窓口の設置
（各自治体・中核機関）
本人・親族・施設・病院・事業所等
への相談対応・相談会

日常生活自立支援事業からの移行、
生活困窮者自立支援事業等における
利用促進

検討・専門的判断１ 支援方針検討
自治体支援者相談機関等方針
決定・首長申立て判断等

・制度を本人、家族、住民、地域の
福祉関係者が理解する。
・本人に身近な人が発見・気付き、
相談に繋がりやすくなる。

・成年後見に関する相談窓口が
明確化される。
・相談の機会が増える。
→相談が行われやすい環境が整う。

ケース検討に専門職が参加するこ
とで法的な課題が明らかになり、成
年後見制度の利用を含めたケース
検討が行われる。

相談機関関係者等が適切にケース
を分析・判断し、必要な支援方針の
見立てが行われるようになる

・【本人、家族、住民等】
相談しても、自治体や家庭裁判所
にたらい回しにされる

ア
セ
ス
メ
ン
ト
・支
援
の
検
討
（
支
援
方
針
検
討
）

広
報
・啓
発

相
談
受
付

・【社会福祉協議会等】
日常生活自立支援事業や生活困
窮者自立支援事業等において、
利用者の判断能力が低下しても、
事業を利用し続けている

本人の状態変化に応じて、適切な
時期に成年後見制度の利用につな
ぐことができるようになる。

・【地域の相談支援機関、施設等】
任意後見契約を締結している本人の
判断能力が低下しても、任意後見が
開始されない（監督人が選任されない）

任意後見発動の監督人選任のタイミ
ングに関する助言、サポート

本人の状態変化に応じて、適切な
時期に任意後見監督人選任を行う
ことができるようになる。

相談機関における検討への
専門職の派遣（法律・福祉）
権利擁護支援のアセスメント、
後見ニーズの見極め
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■現状の課題（例示）
（フロー図における「目詰まり」）

■中核機関の役割・機能 ■期待される効果
（フロー図における「目詰まり」がどう解消されるのか）

・【自治体】
首長申立を行った経験がない

・【自治体等】
適切な成年後見人等候補者が
いない、少ない

・【後見人等】
後見人一人では解決できない
問題が多い

・【後見人等】
後見活動について不明なことを
相談する先がない

・【家族、後見人等】
本人の状態が変化したが、
相談先がわからない

申立に関わる相談・支援

検討・専門的判断２ 適切な候補者
推薦のための検討
(候補者・チームの見立て）

検討・専門的判断３ モニタリング、
家庭裁判所との連絡調整

市民後見人の研修等養成、
法人後見の担い手育成・活動
支援

申立者が申立を行いやすくなる。

成年後見制度の利用が必要なケー
スについて、適切に首長申立が行
えるようになる。

中核機関と家庭裁判所の間で連
携・調整が行われ、必要と判断され
た場合には類型変更や、後見人の
交代等が行われる。

・後見人候補者が養成され、地域
内の受任体制が充実する。
・市民への広報・啓発となる。

後見人等の相談窓口の明確化・
バックアップ

成
年
後
見
制
度
の
利
用
促
進
（
候
補
者
の
推
薦
）

・【本人，家族等】
申立書類作成のハードルが高い

後
見
人
等
へ
の
支
援
（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
）

・【本人、家族、地域の相談支援
機関、 自治体等】
誰を成年後見人等候補者と
すればよいのかわからない

チーム等支援会議の調整・ コーディ
ネート

報告書等書類作成支援

・【後見人等】家庭裁判所報告書の
書き方がわからない

・【本人、家族、地域尾相談支援
機関等】
選任された後見人の活動に
疑問な点があり、相談したい

本人・後見人が相談し連携できる
チームが、身近な地域につくられる。

親族・市民後見人等が不明なことを
相談し、適切な支援を受けられる。

家庭裁判所への報告書作成ほか、難
易度の高い書類作成の支援が受けら
れるようになる。
後見活動の相談・助言の機会となる。

「中核機関の役割・機能と期待される効果」
（手引き第Ⅱ章P20－21より）



地域における成年後見制度利用に向けた
体制整備のための手引き（ヒント・ポイント解説）
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ヒント！

P37 何をもって「中核機関」の設置と捉えるのか

P38 市町村社協における成年後見制度への取組状況
～全国社会福祉協議会「成年後見にかかる実態調査」
結果から

P39 機能整備のエリア設定等に際して検討すべき要素

P84 成年後見人等支援の場面における家庭裁判所との
連携

P93 平成29年度12月12日付局長通知で示された「市町村
地域福祉計画に盛り込むべき事項」

P94 地域の実情に応じた自治体体制整備
初動期工程の考え方 例示
成年後見制度利用促進にかかる市町村の計画

ポイント解説

P53 ①中核機関の「進行管理機能」としての「チーム」、
「３つの検討・専門的判断」、「協議会」

P55 ②家庭裁判所が地域連携ネットワークに入ることの
意義、効果

P64 ③中核機関設置に向けた各段階での家庭裁判所との
連携について

P82 ④候補者推薦機能の充実に向けた一歩としての、家庭
裁判所との連携強化による首長申立等の候補者選任

P88 ⑤市民後見人等の活用に向けた家庭裁判所との連携

http://www.irasutoya.com/2017/06/blog-post_5.html
http://www.irasutoya.com/2017/06/blog-post_5.html


地域における成年後見制度利用に向けた
体制整備のための手引き 参考事例のご紹介
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参考事例のご紹介

http://www.irasutoya.com/2017/06/blog-post_5.html


成年後見制度利用促進体制整備委員会
委員・オブザーバー構成

新井 誠 （委員長）
中央大学 法学部 教授
一般社団法人 成年後見法学会 理事長

五十嵐 禎人 医師（千葉大学社会精神保健教育研究センター）

池田 惠利子
公益社団法人 日本社会福祉士会 参事
（成年後見制度利用促進特命担当）

植村 豊 北海道 保健福祉部 福祉局 障がい者保健福祉課 課長
小原 秀和 一般社団法人 日本介護支援専門員協会 副会長
鹿嶋 隆志 公益社団法人 日本社会福祉士会 理事
高橋 良太 社会福祉法人 全国社会福祉協議会 地域福祉部 部長
土肥 尚子 日本弁護士連合会 高齢者・障害者権利支援センター 委員
長谷川 和世 公益社団法人 認知症の人と家族の会 理事
星野 美子 公益社団法人 日本社会福祉士会 理事

矢澤 秀樹
社会福祉法人 伊那市社会福祉協議会
上伊那成年後見センター 所長

矢頭 範之
公益社団法人 成年後見センター・リーガルサポート
理事長

山崎 智美
公益社団法人 日本社会福祉士会 副会長
権利擁護センターぱあとなあ運営協議会 委員長

山本 繁樹
社会福祉法人 立川市社会福祉協議会
地域あんしんセンターたちかわ

本委員会 委員 ワーキンググループ委員会 委員

厚生労働省 老健局 総務課 認知症施策推進室
厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 障害福祉課 地域生活支援推進室
厚生労働省 社会・援護局 地域福祉課
内閣府 成年後見制度利用促進担当室
法務省 民事局
最高裁判所 事務総局 家庭局

オブザーバー

山口 光治（委員長）
淑徳大学 副学長・

総合福祉学部社会福祉学科 教授

安藤 亨
豊田市福祉部福祉総合相談課

地域福祉担当主査

井上 雅哉
社会福祉法人 鯵ヶ沢町社会福祉協議会

事務局次長

鹿嶋 隆志 公益社団法人 日本社会福祉士会 理事

齋藤 敏靖
公益社団法人日本精神保健福祉士協会

クローバー運営委員会 副委員長

田邊 寿
社会福祉法人 伊賀市社会福祉協議会

地域福祉部 部長

土肥 尚子
日本弁護士連合会 高齢者・障害者権利支援

センター 委員

西川 浩之
公益社団法人成年後見センタ－・

リーガルサポート 専務理事

星野 美子 公益社団法人日本社会福祉士会 理事

矢澤 秀樹
社会福祉法人 伊那市社会福祉協議会

上伊那成年後見センター 所長

10


